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第４章 エリアごとの行政施設を通じた行政サービスの実態 

１．エリア別実態把握 今後、公共施設の有効活用を図り公共施設の総合的マネジメントを行っていくためには、第 1･2 章で把握した各エリアの状況及び特性等に加え、第 3 章で整理・検証した用途ごとの公共施設の実態や今後の検討の視点を踏まえ、各エリア内ごとの公共施設の配置状況や整備状況等を整理し、課題を把握・整理することで、市全般にわたる総合的な施設の整備運営に対する方向性等を検討する必要があります。 第４章では、市域を 5 エリアに区分し、それぞれのエリア内の概要及び特性、人口構造の変化、公共施設の配置及び整備状況等を把握し、そこから各エリア・各地区の課題を抽出・整理し、さらに総合的視点から公共施設の整備・運営について今後の方向性を明らかにします。 図表 エリアごとの実態把握 
 

      
第4章地域ごとの公共施設を通じた行政サービスの実態を見える化今後の検討の視点概要及び特性 公共施設の配置状況及び整備状況人口変化

第３章第３章第３章第３章用途ごとに実態調査を行い多面的に分析・評価コスト情報コスト情報コスト情報コスト情報（施設にかかるコスト）（事業運営にかかるコスト）（指定管理委託料）（減価償却相当額）ストック情報ストック情報ストック情報ストック情報（建物状況）（利用状況）（運営状況）※用途ごとに上記調査項目は異なります

主な公共施設の状況
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① 10 地区ごとの特性のまとめ 図表 地区ごとの人口及び開発動向、公共施設整備状況 
 

 

      
公共施設保有量 378,570 ㎡ 75,808 ㎡ 41,962 ㎡ 110,877 ㎡ 8,443 ㎡ 6,271 ㎡ 3,674 ㎡ 18,102 ㎡ 44,200 ㎡ 29,366 ㎡ 39,868 ㎡20% 11% 29% 2% 2% 1% 5% 11% 8% 11%

公共施設保有量（地区住民1人当たり） 3.0 ㎡/人 4.1 ㎡/人 1.5 ㎡/人 3.3 ㎡/人 2.5 ㎡/人 2.9 ㎡/人 2.6 ㎡/人 4.8 ㎡/人 2.6 ㎡/人 3.9 ㎡/人 3.4 ㎡/人学校・集学校・集学校・集学校・集会施設を会施設を会施設を会施設を多く保有多く保有多く保有多く保有

公共施設の整備状況
公共施設のまとめ公共施設のまとめ公共施設のまとめ公共施設のまとめ 公共施設が集中公共施設が集中公共施設が集中公共施設が集中 庁舎や福祉施設等庁舎や福祉施設等庁舎や福祉施設等庁舎や福祉施設等旧町時代の施設旧町時代の施設旧町時代の施設旧町時代の施設を多く保有を多く保有を多く保有を多く保有学校が１校～２校と公民館、集会施設学校が１校～２校と公民館、集会施設学校が１校～２校と公民館、集会施設学校が１校～２校と公民館、集会施設子育て施設が中心の整備子育て施設が中心の整備子育て施設が中心の整備子育て施設が中心の整備

比率
用途別内訳

0
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60,000

80,000

100,000

120,000

（㎡）
成田駅前成田駅前成田駅前成田駅前再開発再開発再開発再開発 新市街地新市街地新市街地新市街地発展中発展中発展中発展中 ―――― ―――― ―――― ―――― 土地区画土地区画土地区画土地区画整備事業整備事業整備事業整備事業 格安航空格安航空格安航空格安航空会社誘致会社誘致会社誘致会社誘致 ―――― 物流拠点物流拠点物流拠点物流拠点整備整備整備整備地区の開発動向 市の中心市の中心市の中心市の中心 このこのこのこの10年間で10年間で10年間で10年間で開発開発開発開発 古く古く古く古くからのからのからのからのﾍﾞｯﾄﾀｳﾝﾍﾞｯﾄﾀｳﾝﾍﾞｯﾄﾀｳﾝﾍﾞｯﾄﾀｳﾝ 空港を空港を空港を空港を中心に中心に中心に中心に商業・宅商業・宅商業・宅商業・宅地が集積地が集積地が集積地が集積 旧下総町旧下総町旧下総町旧下総町 旧大栄町旧大栄町旧大栄町旧大栄町工業団地工業団地工業団地工業団地等が整備等が整備等が整備等が整備地区の特性 農地と山林の良好な自然環境農地と山林の良好な自然環境農地と山林の良好な自然環境農地と山林の良好な自然環境の中に集落が形成されているの中に集落が形成されているの中に集落が形成されているの中に集落が形成されている

成田市全体 成田 公津 ニュータウン 八生 豊住 中郷 久住 遠山 下総 大栄地区人口 126,235 18,672 27,103 33,386 3,428 2,150 1,405 3,800 17,002 7,456 11,83315% 21% 26% 3% 2% 1% 3% 13% 6% 9%今後の人口変化（平成22→42年）（平成22年を100％） 109% 124% 128% 90% 60% 62% 69% 175% 141% 69% 78%高齢化率変化（平成22→42年） 18％→24％ 18％→20％ 13％→14％ 14％→28％ 38％→50％ 33％→57％ 29％→50％ 23％→16％ 14％→20％ 28％→45％ 25％→44％人口面 比率
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(60%)

学校、公民館、集会施設、スポーツ施設を中心とした施設整備

成田・公津・ニュータウンエリア 八生・豊住・中郷・久住エリア 遠山エリア 下総エリア 大栄エリア公共施設の実態公共施設の実態公共施設の実態公共施設の実態をエリア毎に把握をエリア毎に把握をエリア毎に把握をエリア毎に把握

(4%)

子育て支援施設保健・福祉施設社会教育系施設（図書館等）市民文化系施設（集会系施設）

(45%)(38%)

(10%)

(10%)

(9%)

公津の杜ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
(53%)統廃合 統廃合

市全体の約６０６０６０６０％保有 学校教育系施設 公営住宅 行政系施設医療施設 保健・福祉施設 子育て支援施設産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設市民文化系施設 公園 その他供給処理施設学校教育系施設 公営住宅 行政系施設医療施設 保健・福祉施設 子育て支援施設産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設市民文化系施設 公園 その他供給処理施設(5%)

(4%)

(6%)

(51%)

(15%)

今後人口が増加し、 高齢化があまり進まない地区 今後人口が大きく減少し、 高齢化が進展する地区 

公共施設保有量 (2011 年) 

地区人口(2011年) 
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10 地区の特性を、人口（市全体に対する人口割合、将来人口変化、人口密度等）及び地区特性、地区の開発動向と公共施設の整備状況の視点でまとめると、大きく５つのエリアに分類できます。 第４章では、この類似特性をもつ５つのエリアごとに「人口動態」と「公共施設の配置状況や整備状況」等を整理し、エリアごとの課題を把握・整理していきます。  【成田・公津・ニュータウンエリア】 人口や公共施設が集積しており、今後も人口が増加することが予測されています。 【八生・豊住・中郷・久住エリア】 今後人口が減少し高齢化が進むことが予測されています。これまで、人口減少にともない、学校やスポーツ施設、公民館、集会施設及び保育園等用途が限られた施設整備状況となっており、既に学校の統廃合が進んでいます。 【遠山エリア】 空港を中心として、商業施設や宅地が集積しており、今後も人口が増加することが予測されています。また、今後、格安航空会社等の誘致等を予定しています。 【下総エリア】 旧下総町。今後、人口が減少することが予測されています。公共施設は旧下総町の庁舎やエリア福祉センター等を保有しています。 【大栄エリア】 旧大栄町。今後人口が減少することが予測されています。公共施設は旧大栄町の庁舎や保健福祉館分館等を保有しています。また、国道沿いに工業団地が整備されており、新たに物流拠点が整備されました。 図表 ５エリアの特徴 
 

   エリアごとの実態エリアごとの実態エリアごとの実態エリアごとの実態・人口構成・人口変化・地域特性（地勢等）・開発動向・産業等
公共施設の状況公共施設の状況公共施設の状況公共施設の状況・設置状況 ・保有機能・建物状況 ・利用状況・運営状況 ・コスト状況

大栄エリア 将来人口
22％ＤＮ下総エリア 将来人口

31％ＤＮ

遠山エリア 将来人口
41％ＵＰ将来人口

11％ＵＰ

八生・豊住・中郷・久住エリア 将来人口
0.2％DN

成田・公津・ニュータウンエリア
成田駅前再開発 成田国際空港新市街地発展中

久住駅前土地区画整理

市役所支所国際文化館地区公民館等 図書館小学校中学校 人口の62％が集中公共施設の60％が集中 従業者数が市全体の40％市外からの利用者が多い

旧大栄町旧下総町既に学校の統廃合を実施
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 本 エ リ ア は 、 面 積 が 28.4 ｋ ㎡ 、 人 口80,248人（62％）、人口密度は、2,826人/ｋ㎡です。 成田山新勝寺を中心とする門前町として発展した旧来からの市街地と、土地区画整理事業により整備された新市街地及び西部の印旛沼周辺の田園と里山から形成されています。卸売・小売、飲食・宿泊サービス業、大規模商業施設が集積する本市の玄関口としての機能を有する傍らベットタウンでもあります。本エリアの従業者数は、市全体の43％となっています。  平成12年から22年の10年間で約17％増加、平成42年までの20年間で約11％増加すると予測されています。エリア全体では全ての年代で増加予測となっていますが、ニュータウン地区は、年少人口、生産年齢人口が減少し高齢化が急激に進行します。 

98％

89％
56％

57％
豊住中と統合豊住中と統合豊住中と統合豊住中と統合
中郷小と統合中郷小と統合中郷小と統合中郷小と統合

市全体利用の
54％％％％を占める利用率が高い

52％
類似機能の重複集会施設全体の稼働率
45％％％％
稼働率に偏りがある

38％

98％ 109％117％

11
1
0
65 13005

1316 6208

7
25％

32％

115％
86％

100人以上増加41人以上100人未満
100人以上減少-41人以上-100人未満H25～H30の児童生徒数の増減数

24％16％

成田・公津・ニュータウンエリア成田・公津・ニュータウンエリア成田・公津・ニュータウンエリア成田・公津・ニュータウンエリア  地域ごと地域ごと地域ごと地域ごとの施設延床の施設延床の施設延床の施設延床面積面積面積面積    22.922.922.922.9万㎡（万㎡（万㎡（万㎡（60606060％）％）％）％）        
  

旧耐震基準の建物の割合旧耐震基準の建物の割合旧耐震基準の建物の割合旧耐震基準の建物の割合    43434343％％％％             
  

学級数児童生徒数 老朽化
(築30年以上)

【凡例】 公民館稼働率32％ 公津7173 人 S43玉造
98％ 保育園在所率公津

 成田・公津・ニュータウン地区  
概要及び特性 

人口変化 2010（平成22）年⇒2030（平成42）年 

2010年（平成22年） 2030年（平成42年） 人口増減増減率老年人口 11,716 人 18,221 人 6,505 人（65歳～） 14.6% 20.4% 55.5%生産年齢人口 55,911 人 57,773 人 1,862 人（15～64歳） 69.7% 64.8% 3.3%年少人口 12,621 人 13,204 人 583 人（0～14歳） 15.7% 14.8% 4.6%80,248 人 89,198 人 8,950 人100.0% 100.0% 11.2%合計

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 75～70～7465～6960～6455～5950～5445～4940～4435～3930～3425～2920～2415～1910～145～90～4

人歳 平成42年
8万9,198人平成22年

8万248人 20年間で11％ＵＰ
生産年齢生産年齢生産年齢生産年齢人口人口人口人口
3％UP

老年人口老年人口老年人口老年人口
56％ＵＰ
平成22年
平成42年

年少人口年少人口年少人口年少人口
5％UP

人口は市全体の人口は市全体の人口は市全体の人口は市全体の 66662222％％％％    今後も人口は増加今後も人口は増加今後も人口は増加今後も人口は増加    
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図表 位置図（成田・公津・ニュータウンエリア）                         

成田駅前再開発新市街地発展中
新駅「成田湯川」昭和47年成田ﾆｭｰﾀｳﾝ入居開始開発から約40年経過     公共施設公共施設公共施設公共施設    22.922.922.922.9 万㎡万㎡万㎡万㎡    （（（（60606060％）％）％）％）    1111ｋ㎡当たりｋ㎡当たりｋ㎡当たりｋ㎡当たり    

8,0518,0518,0518,051 ㎡㎡㎡㎡    人人人人口口口口 1111 人人人人当たり当たり当たり当たり    2.92.92.92.9 ㎡㎡㎡㎡    
 

�本エリアの公共施設の面積は、22.9万㎡で市全体の60％を占めており、市の行政サービスの中心機能を有する建物が成田・ニュータウン地区に集中しています。用途ごとの施設の保有面積でも、各用途とも市内で1番多くなっています。 
�学校は、18校中5校が築30年を経過しており、大規模改修等の老朽化対策が済んでいません。ニュータウン地区の中台小・玉造中・吾妻中の3校が小規模な学校となっています。 
�公民館と類似機能を保有している美郷台地区会館や生涯学習会館、勤労会館を含めた9施設の、1施設当たりの管轄面積は、約3ｋ㎡と市平均（約13ｋ㎡）の4分1以下となっており、きめ細かく整備されています。平均稼働率は45％となっていますが、稼働率が89％から16％と偏りがあり、半径1Ｋｍ圏内に近接して配置されています。 
 

【地域特性・人口構成の変化等による施設の有効活用】 

�今後、ニュータウン地区では、急速な高齢化が一層進み高齢者数も20年間で約4,000人増加する予測となっている一方で、区画整理事業に伴い生産年齢人口と年少人口が増加する公津地区では、新たなニーズが生まれる事が想定されるなど、地区により必要な対応が異なってくることが予測されます。公共サービスの維持向上を図り、地区ごとの新たなニーズに対応していくためには、近接する施設の相互活用や柔軟な運営の実現、施設の余裕スペースの有効活用、重複機能の整理、利用率の低い施設の統合・廃止・再配置など公共施設のあり方の検討など、総合的な施設マネジメントを実施する必要があります。 

公共施設の状況【整備状況・利用状況】 

今後の検討の視点 

 

�人口増加へ対応中の公津地区では他の2地区と比べ施設の充実を感じている割合が低く、再編を行うべきとの回答が約25％となっておりエリア内で違いがある。 市民アンケート結果 

充実している
42%充実している

34%充実している
42%

やや充実している
35%やや充実している

31%やや充実している
30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%成田公津ニュータウン成田成田成田成田公津公津公津公津ニューニューニューニュータウンタウンタウンタウン どちらともいえない 無回答やや劣る 劣る
17%

17%

14%

61%

50%

58%

11%

24%

16%

成田公津ニュータウン成田成田成田成田公津公津公津公津ニューニューニューニュータウンタウンタウンタウン 現在の施設の維持管理を優先して行うべきである積極的に新設 わからない 無回答現在の施設の再整備（統合・廃止等）を行うべきである
公共施設公共施設公共施設公共施設へのへのへのへの充実度充実度充実度充実度今後今後今後今後のののの方向性方向性方向性方向性

※ 

※2011 年の施設延床面積 37.9 万㎡と 人口 126,235 人にて算出しています 
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